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研究成果の概要（和文）：学校規模ポジティブ行動支援（SWPBS）を学校全体で機能的に行うためには、児童生
徒に関するデータを収集し、支援に関する意思決定を行う必要がある。本研究では、SWPBSの実践を支えるデー
タシステムの開発を行った。データシステムの開発に向けて、（1）管理職への規律指導に関する照会（ODR）に
関する文献研究を行った後、児童生徒の行動に関するデータとして（2）ODRの書式を使用した生徒指導記録（日
本版ODR）と（3）保健室利用件数に焦点を当て、それぞれの妥当性について検証した。妥当性の検証に加えて、
日本版ODRについては、PC用のアプリケーションの開発を行った。

研究成果の概要（英文）：To make school-wide positive behavior support (SWPBS) functional throughout 
schools, data on students must be collected and decisions related to support must be made. In this 
study, a data system to support SWPBS practices was developed. To this end, after (1) conducting a 
literature study on office discipline referral (ODR), the focus was shifted to (2) records of 
student guidance using the ODR form and (3) the frequency of use of the nurse’s office, as data on 
student behavior. Thereafter, the validity of all data was verified. In addition to verifying the 
validity, a PC application was developed for the Japanese version of ODR.

研究分野：特別支援教育
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、SWPBSの実践を支えるデータシステムとして日本版ODRと保健室利用件数に焦点を当て、妥当性を検
証した。妥当性を検証する中で、日本版ODRと保健室利用件数を組み合わせることによって、より包括的なデー
タに基づくSWPBSの実践及び研究の実施が可能となることが示された。これらの研究成果は、日本におけるSWPBS
の実践及び研究の効果的な普及、発展を促進するものであると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 学校規模ポジティブ行動支援（School-Wide Positive Behavior Support，以下 SWPBS）は、
米国の多くの学校に導入され、児童生徒の行動面の問題の改善に対する効果が示されている
（Bradshaw et al., 2012）。SWPBS は、多層支援モデルに基づく支援システムで、学校全体（第
1層支援）から個人（第 2層支援、第 3層支援）へと階層的で連続的な支援を提供する。学校全
体の環境を整え、その中でよりニーズの高い児童生徒に対する個別的な支援を実施する SWPBS は、
日本においてもその効果が期待されるものであり、その導入が徐々に進んでいる。 
 日本における SWPBS を効果的に普及、発展させるためには、実践を支えるデータシステムを開
発する必要がある。SWPBS を学校全体で機能的に行うためには、児童生徒に関するデータを収集
し、支援に関する意思決定を行う必要がある（Clonan et al., 2007）。米国では、児童生徒のデ
ータの収集は主に管理職への規律指導に関する照会（Office Discipline Referral，以下 ODR）
というデータシステムを活用している（Irvin et al., 2004）。ODR は、児童生徒の問題行動に
対して、教員に加えて、管理職が指導を行った際に、その行動に関する一連の出来事（行動の内
容、生起した場所や時間帯、行動に対する対応等）を記録として残す手続きである（Sugai et 
al., 2000）。ODR による記録は、米国においては出欠記録、成績等とともに学校の中で日常的に
収集され、保管されている。米国における SWPBS は、ODR という既存のデータシステムを活用す
ることによって、データに基づく支援を持続可能な形で実現している。一方で、我が国の学校教
育においては、米国の ODR に該当するような児童生徒の問題行動に関するデータシステムは存
在しない。今後の SWPBS の普及、発展に向けては、日本の学校の中で持続可能な問題行動に関す
るデータシステム（日本版 ODR）の開発とその活用に関する知見を蓄積する必要がある。 
 
 
２．研究の目的 
 本研究では、SWPBS の実践を支えるデータシステムとして、児童生徒の問題行動に関するデー
タシステムの開発を行った。データシステムの開発に向けて、（1）ODR に関する文献研究を行っ
た後、児童生徒の行動に関するデータとして（2）ODR の書式を使用した生徒指導記録（日本版
ODR）と、（3）保健室利用件数に焦点を当て、それぞれの妥当性について検討した。 
 
 
３．研究の方法 
（1）ODR に関する文献研究 
 SWPBS における ODR に関する研究をレビューし、日本における SWPBS を支えるデータシステム
に求められる要素について考察した（田中, 2020）。 
 
（2）ODR の書式を使用した生徒指導記録 
 日本版 ODR として ODR の書式を使用した生徒指導記録に焦点を当て、①基準関連妥当性の検
証、②介入の評価ツールとしての妥当性の検証、③アプリケーションの開発を行った。 
 
①基準関連妥当性の検証 
 ODR の書式を使用した生徒指導記録の件数に焦点を当て、その基準関連妥当性を検証するため
に、A中学校 1校の全生徒 280 名を対象に研究を行った。妥当性を検証するための外在基準とし
て日本版 SDQ（Strength and Difficulties Questionnaire）自己評定フォーム及び日本版 SLAQ
（School Liking and Avoidance Questionnaire）の学校肯定感の下位尺度を使用し、生徒指導
記録件数に基づく 3層（第 3層支援が推奨される生徒、第 2層支援が推奨される生徒、その他の
生徒の 3群）間の平均値の比較を行った。 
 
②介入の評価ツールとしての妥当性の検証 
 B 中学校の 1年生 135 名（全 5学級）を対象に学年規模のポジティブ行動支援の介入パッケー
ジを実施し、その効果を検討するための指標として、ODR の書式を使用した生徒指導記録件数を
用いた（前川他, 2021）。B中学校では、介入パッケージ導入前から、SWPBS の第 1層支援として
ポジティブ行動マトリクスを作成した上でチャイム着席キャンペーンが行われていた。チャイ
ム着席キャンペーン後も、対象学年では問題行動が頻出していたため、追加の介入パッケージと
して、身だしなみとあったかことばに関する 2つのキャンペーンを実施し、チャイム着席キャン
ペーンにおいても追加の支援を実施した。追加した 2つのキャンペーンでは、目標となる望まし
い行動に対してチケット（Good Behavior Ticket，以下 GBT）を配布することに加えて、GBT の
配布枚数のグラフを掲示した。チャイム着席キャンペーンについては、それまでの取り組みに加
えて目標の達成率のグラフの掲示を行った。 
 

  



③アプリケーションの開発 
 日本版 ODR の PC 用のアプリケーションの開発を行った。このアプリケーションは、ODR の書
式を使用した生徒指導記録の入力とグラフ化を行うためのものであった。開発したアプリケー
ションは、複数の学校に使用を依頼し、使用した現場の教員からのフィードバックをもとに改修
を行った。 
 
（3）保健室利用件数 
 保健室の不定愁訴による利用件数に焦点を当て、その基準関連妥当性を検証するために、C小
学校の全児童を対象に研究を行った（野田他, 2020）。妥当性を検証するための外在基準として
日本版 SDQ 自己評定フォーム及び日本版 SLAQ の学校肯定感の下位尺度を使用し、不定愁訴によ
る保健室利用件数との相関関係を分析した。SLAQ は 1 年生から 6 年生までの 402 名を対象に、
SDQ は 3年生から 6年生までの 263 名を対象に調査を実施した。 
 
 
４．研究成果 
（1）ODR に関する文献研究 
 SWPBS における ODR に関する文献研究から、SWPBS の実践を支えるデータシステムに求められ
る 3つの機能と持続可能性を高めるために必要な要因について明らかにした（田中, 2020）。デ
ータシステムに求められる機能はアセスメント、プログレス・モニタリング、スクリーニングで
あり、持続可能性を高めるための要因はデータの準備段階（データの収集及び要約）のコストを
なるべく小さなものとすることであった。 
 （1）本文献研究で示されたデータシステムに関する知見は、SWPBS の実践を支えるデータシ
ステムの開発にとって役立つものであると考えられる。本研究では、（１）本文献研究で示され
た SWPBS の実践を支えるデータシステムに求められる要素に関する知見を基に、（2）ODR の書式
を使用した生徒指導記録（日本版 ODR）に加えて、（3）保健室利用件数についても焦点を当てる
形で研究を進めた。 
 
（2）ODR の書式を使用した生徒指導記録 
①基準関連妥当性の検証 
 表 1に層別の SDQ 及び SLAQ の記述統計及び分散分析の結果を示した。SDQ の問題行動と多動・
不注意では、どちらも第 1層に比べて他の層の得点が有意（または有意傾向）に高かった。これ
に対して、SDQ の向社会的行動と友人関係問題では、第 3層と他の層との間に有意（または有意
傾向の）差が見られた。SDQ の困難性総合については、第 1層に比べて第 2層の得点が有意に高
かった。有意（または有意傾向の）差が見られた変数における差の効果量は、第 1層と第 2層の
間では中程度から大きい値（d = .55～.93）、第 1層と第 3層の間では非常に大きい値を示した
（d = 1.22～1.50）。 
 外在化問題に関する問題行動や多動・不注意との関連が見られたことは、米国の ODR データに
関する先行研究（McIntosh et al., 2009）と同様の結果であった。同時に、本研究では内在化
問題に含まれる友人関係問題やポジティブ行動の一種である向社会的行動との関連も見出され、
日本版 ODR が米国の ODR よりも生徒の心理社会的適応に関する幅広い情報を反映している可能
性が示唆された。各変数における差の効果量も十分に大きい値を示し、日本版 ODR の基準関連妥
当性が確認された。 
 この成果については、2022 年度開催の日本認知・行動療法学会第 48回大会で発表を行う予定
である。 
 

 
 
②介入の評価ツールとしての妥当性の検証 
 学年規模のポジティブ行動支援の介入パッケージを実施した結果、ODR の書式を使用した生徒
指導記録件数が減少し、介入パッケージの効果が示された（前川他, 2021）。この結果は、ODR の
書式を使用した生徒指導記録件数がポジティブ行動支援の介入の評価ツールとして使用可能な

n M SD n M SD n M SD

向社会的行動 22 4 5 .9 3 1 .9 7 2 0 6 .0 0 1 .8 6 3 3 .3 3 1 .5 3 2 .6 4 + 1  >  3 + , 2  >  3 +

問題行動 21 9 2 .3 0 1 .4 0 2 1 3 .6 2 1 .5 0 3 4 .0 0 1 .0 0 1 0 .3 2 *** 1  <  2 ***, 1  <  3 +

多動・不注意 21 9 3 .7 6 2 .2 7 2 1 5 .1 0 2 .3 6 3 6 .6 7 2 .8 9 5 .5 0 ** 1  <  2 *, 1  <  3 +

情緒不安定 22 1 3 .8 4 2 .4 6 2 0 3 .6 5 2 .1 3 3 2 .0 0 2 .6 5 0 .8 9

友人関係問題 21 3 2 .7 1 1 .7 5 1 9 2 .7 9 1 .6 2 3 5 .3 3 0 .5 8 3 .3 8 * 1  <  3 *, 2  <  3 *

困難性総合 20 4 1 2 .4 9 5 .2 3 1 9 1 5 .3 7 5 .3 8 3 1 8 .0 0 3 .4 6 4 .1 4 * 1  <  2 *

SLAQ 学校肯定感 22 4 1 3 .5 2 3 .5 8 2 0 1 3 .5 5 4 .1 4 3 1 1 .0 0 6 .2 4 0 .7 0
aTukey HSD法

 + p <  .1 0 .  *p <  .0 5 .  **p <  .0 1 .  ***p <  .0 0 1

SDQ

表1
層別のSDQ及びSLAQの記述統計及び分散分析

第1層 第2層 第3層 層
F 下位検定a



ものであることを示すものである。今後の研究では、ポジティブ行動支援の導入前後で、生徒指
導記録件数の測定に加えて、他の効果指標（SDQ 等の標準化された質問紙尺度、遅刻・欠席等の
学校で日常的に収集しているデータ等）の測定を合わせて実施し、生徒指導記録件数と他の効果
指標との対応を検討することによって、介入の評価ツールとしての妥当性を検証することが求
められる。 
 
③アプリケーションの開発 
 日本版 ODR の PC 用のアプリケーションを開発した。図 1はアプリケーションで表示される生
徒指導記録件数のグラフである。本アプリケーションでは、月ごとの生徒指導記録件数全体の変
化を示すグラフに加えて、項目毎の生徒指導記録件数や児童生徒毎の生徒指導記録件数を示す
グラフも表示された。これらのグラフは、支援に関するデータに基づく意思決定を行うためのも
のであった。生徒指導記録件数全体の変化を示すグラフは、現在の支援が効果的に機能している
か否かを判断するためのものであった。項目毎のグラフは、現在の支援が効果的に機能していな
い場合に、支援の改善が必要な領域を検討するためのものであった。児童生徒毎のグラフは、第
2層支援や第 3層支援が必要な児童生徒をスクリーニングするためのものであった。 
 

 
図 1. 日本版 ODR アプリケーションで表示される生徒指導記録件数のグラフ. 
 
 
（3）保健室利用件数 
 不定愁訴による保健室利用件数と SDQ 及び SLAQ の相関関係を分析した結果、保健室利用件数
と SDQ の情緒不安定（r = .152, p < .05）及び SLAQ の学校肯定感（r = .106, p < .05）との
間に有意な相関が見られ、基準関連妥当性が確認された（野田他, 2020）。保健室利用件数は、
（2）の①の研究で日本版 ODR との関連が示されなかった SDQ の情緒不安定や SLAQ の学校肯定
感と関連するものであった。これらの成果は、日本版 ODR と保健室利用件数を組み合わせること
によって、より包括的なデータに基づく SWPBS の実践及び研究の実施が可能となることを示唆
している。 
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